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  Ⅰ 法人の業務の運営状況（各種書類及び帳簿の備付状況、役員及び評議員の選任、会務執行状況など）
  Ⅱ 事業の内容及び実施状況（公益事業の内容及び実施状況、目的外事業を行っていないかなど）
  Ⅲ 会計処理、収支及び資産の状況（会計処理体制の状況、監査は適切に行われているかなど）
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導監督（医療法 第４章 病院、診療所及び助産所 第３節 監督）および医療法人に対する
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の連携が深く行われている。これは、所轄庁による指導監督に関する詳細な規定が、法人
の自主性を阻害し、法人の負担増加をもたらしたことから、その軽減を図り、かつ監事監
査および指導監督の補充制度または代替制度となりうるために、第三者であり、会計面な
どの領域で専門知識を持った外部監査制度の積極的な活用を行ったためである26)。この点
は、公益法人および医療法人において、いまだ公認会計士による外部監査が積極的に活用
されていない部分と大きく異なるところである。
Ⅳ．おわりに～公認会計士による外部監査と指導監査の連携における課題
　本稿では、公益法人（公益社団法人・公益財団法人、一般社団法人・一般財団法人、特
例民法法人）、医療法人、社会福祉法人の公認会計士による外部監査および公認会計士以
外（行政庁、所轄庁など）が実施する外部監査（指導監督）の現状とその両者の関係につ
いてまとめた。本稿において検討した非営利組織体の外部監査の現状をまとめるならば、
図表11のようになる。
　非営利組織体における外部監査の状況は、各法人とも金額基準を設けて大規模法人を中
心として公認会計士による外部監査が推進している点、および法令に基づき指導監督が実
施されている点では大きく異なるところはない。ただ、両者の連携については、公認会計
士による外部監査を強制していない社会福祉法人がより積極的に所轄庁の指導監督との連
携（公認会計士による外部監査が所轄庁の指導監査における実態監査の代替となる）して
いる状況にある。公認会計士の外部監査には、法人組織内の経営管理、内部統制に関係す
る部分もあることから、今後はいずれの法人においても公認会計士による外部監査の活用
が積極的に行われるべきであると思われる。
　だが、積極的な活用と言っても注意を要する点がある。それは、非営利組織体における
外部監査の機能の位置づけである。社会福祉法人を例にとるならば、「社会福祉法人審査
基準」にある「財産状況の監査」との文言には、会計監査および業務監査、すなわち公認
会計士による監査証明業務および公認会計士または税理士などの専門家による指導が混在
している。言い換えるならば、公認会計士による外部監査には、保証型の監査と指摘型の
 
25） 「社会福祉法人の認可等の適正化並びに社会福祉法人及び社会福祉施設に対する指導監査の徹
底について」３ 法人に対する指導監督の徹底について、４ 施設等に対する指導監督の徹底に
ついて。
総合福祉研究会編、前掲書、31-32頁。
26） 総合福祉研究会編、前掲書、25頁。
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指導（機能）が含まれている27)。通常、営利法人に対する監査であれば、二重責任の原則
の観点から、監査と指導の同時提供の禁止などが明確に否定されている。ところが、営利
法人とは利害関係者との関係が異なることから、非営利組織体の外部監査を巡っては、監
査と指導が混在する場合が多く見受けられる。
　そこで、所轄庁による指導監督の代替といった場合、保証型の監査のみが代替している
のか、それとも指摘型の指導のみ、またはその両方が代替しているのかが不明確であり、
この点を明確にした上での連携を考えるべきと思われる。
　また、同じことが医療法人に対する指導監査にも見受けられる。医療法における「業務
若しくは会計が法令、法令に基づく都道府県知事の処分、定款若しくは寄付行為に違反し
ている疑いがあり」（医療法第63条）との規定から、所轄官庁は、会計についても法令、
基準との合致の程度、すなわち GAAP 準拠性について検討し、必要な場合には、指導を
施しているとも受け取れる。この点から、医療法人において公認会計士による外部監査が
監督官庁による指導監督のどの部分と連携、代替を考えているのか、非営利組織体に対す
る外部監査機能、さらには、公認会計士の監査の機能そのものを検討して、そのあり方を
決定する必要がある。
 
27） 日本公認会計士協会においては当然ながら、社会福祉法人に対する監査を実施するにあたっ
て取扱いを出している。日本公認会計士協会非営利法人委員会報告第26号「社会福祉法人の
外部監査の取扱いについて」平成16年２月17日。この中で、監査以外の調査、指導の実施に
関しては、法人との協議を行うことを指摘している（４頁）。
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